
②

○記入にあたっては、以下の点にご注意ください。

①小山市から事業所に付与している指定番号を記入してください。

②個人事業主の方の個人番号を記入してください。
※個人番号確認と身元確認の書類として、下記の１か２の書類を添付してください。

１．個人番号カード（両面）の写し
２．番号確認ができるものの写し ＋ 本人確認ができるものの写し

（運転免許証等顔写真付のもの）

③退職手当等から市民税・県民税を特別徴収した月分及び支給した人の人数を
記入してください。

④支給した退職手当等の合計金額を記入してください。

⑤退職した人について、退職手当等の支払金額から算出したそれぞれの市民税・
県民税の合計額を記入してください。

⑥各退職者別に、内訳を記入してください。

一般 ・ 障がい

退 職 手 当 等
支 払 金 額

円 勤 続 年 数 年 ヶ月
備考（他の退職手当等）

ヶ月

特別徴収税額 市 民 税 円 県 民 税 円

区分

年 ヶ月

円

年

特別徴収税額 市 民 税 円 県 民 税

小山市
氏 名

年 ヶ月

備考（他の退職手当等）

（通知カードなど） う ち 特 定 役 員
退 職 手 当 等
支 払 金 額

円
うち 特定役員等
勤 続 年 数

納
税
義
務
者
別
内
訳

退 職 手 当 等
支 払 金 額

円 勤 続 年 数

う ち 特 定 役 員
退 職 手 当 等
支 払 金 額

円
うち 特定役員等
勤 続 年 数

1月１日の住所

1月１日の住所
小山市

氏 名 区分 一般 ・ 障がい

月分

④

⑥

人　員 人
⑤

市　民　税

※退職所得にかかる市民税・県民税の納入は、給与から特別徴収した税額とともに特別徴
収納入書を使用して納入してください。特別徴収を行っていない場合は、納入書を送付いたし
ますので、当市までご連絡ください。

地方税法第５０条の５及び第３２８条の５第２項の規定により
下記のとおり分離課税に係る所得割の納入について申告します。

③

年 退 職 手 当 等 支 払 金 額

億 千 百

　 マイナンバー制度の施行により、平成２８年１月１日以後、退職所得にかかる市民税・県民
税 納入申告書（以下、納入申告書）に法人番号又は個人番号の記載が必要となります。　納
入申告書は、特別徴収に係る個人住民税の納入書（納入済通知書）と一体として、特別徴収
義務者から金融機関等を経由して市へ提出されますが、マイナンバーの制度上、金融機関
等は個人番号を取り扱うことができません。
　 つきましては、特別徴収義務者が個人事業主の方は、納入済通知書の裏面には記入せ
ず、右の納入申告書にご記入のうえ、納入済通知書とは別途、小山市役所市民税課へご提
出をお願いします。

氏　名
（名　称）

担当部署名・氏名

法人番号を持たない個人事業主の方の
退職所得にかかる市民税・県民税の納入について

小山市長あて 受付印

電話番号

）（

※
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い

。

退職所得にかかる市民税・県民税 納入申告書
   　　　年　　　月　　　日　提出　　

特
別
徴
収
義
務
者

住　所
（所在地）

①
指　定　番　号

万 千 百 十 円

特別徴収税額

※下欄に内訳を必ず記入してください。 県　民　税

個人番号

十


